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研究ノート
最適消費税の新「逆弾力性命題」
?? ?? ?? ??
要約
代表的個人の複数財に対する最適消費税率を従価税のもとで導出した Ramsey(1927) 
の逆弾力性命題は、各財の需要と供給の価格弾力性がその他の市場における財とは無相関
であることを前提としている。この逆弾力性命題を多様な消費者のケースについて拡大し
たDiamond(1975)は、各市場間の相関を考慮に入れ、所得の社会的限界効用を用いて
再定義を行い、続く Atkinson=Stiglitz(1976)は所得の純社会的限界効用を用いてその精
緻化につとめ、平均的価格弾力性を定義して Ramseyの逆弾力性命題を一般化している。
しかし、かれらの分析は補償需要の価格弾力性を前提としており、現実的な政策論を行う
ためには制約が強くなる。そこで本稿は、 Salaniも(2003) による比例所得税を組み込ん
だ消費税の体系で一般化したモデルを用いて、普通需要の価格弾力性による新しい逆弾力
性命題を導出している。
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1. はじめに
Ramsey (1927) は消費税を効率的に最適にする従価税率が、各財市場間の無相関を前提
にして、各財の需要と供給の価格弾力性に逆比例するというルールを、単一性の消費者の社
75 
220 関西大学『経済論集』第54巻第 2号 (2004年9月）
会について導出した。（第2節はラムゼイのこの命題を説明する。）このルールを多様な消費
者の社会へ拡張したのは Diamond(1975)であり、そこでは多市場間の相関も想定され、
所得の社会的限界効用の概念が重要な説明要因として登場した。さらに Atkinson=Stiglitz
(1976) はこの概念を所得の純社会的限界効用へ精緻化し、平均的価格弾力性を導入して、
逆弾力性命題をより一般化した。（これらの議論の流れは、本稿の第 4節から第 6節にわ
たって解説される。）ところで上記の論者は、すべて補償需要の価格弾力性について考察し
ているが、我々は本稿において、これを普通需要の価格弾力性を用いた命題へ転換するため
に、まずSalaniも(2003)の考案による、比例所得税を組み込んだ消費税体系（第 3節で説
明されている）を用いて、従来の分析を再構築し、その次の段階で本来型消費税の体系に
戻って、新しい逆弾力性命題を確立する（第7節において）。
2. 最適消費税のラムゼイ逆弾力性命題
消費財の最適課税ルールを最初に提示したのは Ramsey(1927)であり、それを村田＝鎌
苅 (2000)の§10.1での解説から抜粋する形で、以下に説明する。
いま第iの物品または財 (commodity)の量を Xj と記し、社会全体でm種の物品が生産
されて消費されるとすると、代表的個人がこれらの物品から得る純効用 uは
u = u(x1, ゎ，…， x』 (1)
と表される。ここに純効用とは消費効用から生産不効用を差し引いた差額を意味する。した
がって uをXjで偏微分したものは
au 
釦 j
―= (第j財の限界効用）一（第j財の限界生産費）
になる。消費者均衡と生産者均衡の状態を想定するので、
x, の限界効用=xJの消費者価格 (q)
Xjの限界生産費=x, の生産者価格 (p)
(2) 
(3a) 
(3b) 
が成立している。いま tjを第j財 1単位当たりの税とすると、 qi=Pi+ tiとなるので、 (3
a, b) を (2)式へ代入して、
OU 
ー＝
ox・ 
t. (j = l, 2, ・・, m) (4) 
が得られる。 (4)の状態がつねに維持されていると想定すると、
{)ti 82u atj 
. -= =-. -・
枷j 8xi8xj oxi 
(i, j = l , 2 , .. , m) (5) 
が成立する。そして効用極大の十分条件 (d2uは負値定符号）によって、
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ati a切どiLj戸三=LiLj a尋 Xj訊Xj< 0 (6) 
となる。
以上の市場均衡を前提として、政府がその税収式 (flは一人当たりの必要税収額）
111, 
R= L朽Xj (7) 
J=l 
の制約の下に、 (1)の効用 uを極大化するように税率を決定するためには、ラグランジュ
関数
A三 u(x1,・ ・ , 年）＋入（戸圧— R)
について、つぎの 1階条件がすべての iについて満たされなければならない。
笠＝晨＋入（心x,塁） =0 (8) 
(8)条件へ (4)式を代入すると、
ti ―入
at. ＝三—O
L J 1十入只ぅ一釦五
(i =l, m) 
(9) 
を得、これより下記の関係が導出される ((6)式と (7)式を考慮して）。
＾ t1 tm R 三＝＝昆:::(=~ こ］叫X急)= -0 < 0 (9') 
(9)はm個の連立方程式によって m個の tjが一意に決定され得ることを含意する。
ところで任意の財の税率が別の財の需要量（＝供給量）の変化によって影響を受ける程度
は無視できる程に微小であると想定しよう。その場合にはすべての iとjについて、
atj ー =08xi (iキj;i,j=l, ・・, m) (10) 
である。いま財X;の限界効用をc/>/x;)とし、 X;の限界生産費をJ;(心と記すと、消費者均衡と
生産者均衡が同時に成立している (3a,b)の状態において、
ti= qi -Pi=叫xi)-JJxJ (11) 
となる。したがって (10)式を考慮に入れると、
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L.X atJ ati 
J J OXi 
・ー = Xiー = xi{(/>~(xi) -ff(xi)} 
釦 i
であるので、 (9)式は次式に変わる。
ti 
= -0 
xi{¢:(xi) -f:(xi)} 
(i =1, ・・, m) 
ここでtは生産者価格Piに従価税率μiを乗じた形
ti=μ;p;=μJ;(x;) (i=l, .. , m) 
をとるものと想定すると、 (11)式によってつぎの関係が保たれる。
</Ji(xi) = (1 +μi)f;(x;) (i = l, . ・, m) 
さて第i財供給の自己価格弾力性を
釦iPi 
釘三—――
8pi叫
(> 0) 
と定義し、またその財の需要の自己価格弾力性を
-8xi qi 
Pi三—
8qi Xi 
と定義すると、
(> 0) 
J;(xi) 1 
xi== — 
Jiに） ・ら
鴫；（叫 1Xi~-
¢iに） Pi 
が成立する。ただし (18)式は下記のように導出された。
J; (x;)'=a (生)-1=上五
8pi 釘 Xi
(19)式の導出も同じように行われた。
(12) 
(13) 
(14) 
(15) 
(16) 
(17) 
(18) 
(19) 
(14)・(15)・(18)・(19)の各式を考慮すると、 (13)式はつぎのように書き換えられる。
0= 
一μふ（叫
Xがり(xi)-Xi. 且(xi)
生
Xi 
且（叩）
ー (1+叫Xi¢化（叩）
Iiに） ¢i(xi)
＝仏
1 1 ー+(1 +叫一
Ci Pi 
(i =1, ・・, m) (20) 
そして、これをいについて解くと、つぎのように整理できる。
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μi 
1 1 
—+- ゜゜1-- (i =l, ・・, m) (201) 
Ei Pi Pi 
いま税率が微小である場合には、 0も微小であるので、 (20')式右辺は 0に近似すると考え
て、
μ1μm 
1 1 =・・・= 1 1 
—+- -+ー (21) 
釘 Pl・cm Pm 
が成立する。 (21)式の意味することは、各財に課せられる従価税の税率はその財の価格に
ついての供給弾力性の逆数と需要弾力性の逆数の和に比例するということであり、これは
「逆弾力性の命題」と呼ばれている。
さて、上に解説されたラムゼイ逆弾力性命題は、各財の供給と需要の各価格弾力性の逆数
に、最適な消費税の従価税率が大体において比例するであろうと結論付けた。
我々はこの命題をより厳密な意味において再構築することを試みるが、多くの関連論文と
同様に、我々も需要の価格弾力性についてのみ取り扱い、供給は自ら需要に見合うものと想
定される。
3. 比例所得税を組み込んだ消費税体系
議論の出発点で、 Salaniも(2003)の考案した消費税体系、すなわち比例所得税を組み込
んだ消費税体系を用いることが、我々の方法である。ただし我々は Salaniもとは違って、生
産者価格をすべての財について 1には置かないで、第j消費財の生産者価格をpjと記す。そ
してその財に課税される従量税をて］．と記すと、本来型の消費者価格はpj十てiであるが、こ
れは当初には使わない。消費財の種類は全部でm種であるとしよう。
いま労働者の賃金率は全員同じと想定し、それを 1と置き、それに比例所得税が税率 (1
-/3)で課せられるものとし、賃金以外の所得は無いと考えよう。 Bは税引き所得率であ
る。
第i消費者＝労働者の予算制約式は
n1、
こ仇+~因={3yi (22) 
J=l 
と表される。ここに第i人の第j財消費をx/と記し、その人の労働供給（または労働所得）
を/と記している。ここで
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tj = (1 -(J)pj・十Tj
(3 (23) 
と置くと、 (22)式は下記のように書き換えられる。
m 
こ仇＋も）x; = Yi (24) 
J=l 
これが今から採用される新形式の消費者予算制約式である。今後は
qj = pj+ tj, q三(qz, Q2, …， q』 (25)
の記号が多く用いられる。
政府の税収必要額を Rとすると、政府予算制約式は下記のように表される。
t(芦;x}+ (1ー /3)y')= R (26) 
i=l 
ここにIは消費者の総数であり、 (26)式左辺の括弧内は各消費者の税支払い額で、これを
集計した税収総額がRに等しくなるべきであるというのが (26)式の意味である。
個人の予算制約式 (22)が満たされていると前提されるので、 (22)式より
m m 
LPj吋=f3yi -I: 己
j=l j=l 
となるので、 (26)式左辺の括弧内は、 (24)式を考慮に入れて、
m m 
が—区Pj吋=I: ち叫
j=l j=l 
に等しいことが分かる。ゆえに (26)式は
I ことちx;=R 
i=l j=l 
(26') 
に書き換えられ、これは新形式の政府予算制約式である。
比例所得税率 (1-/3)を組み込んだ消費税の全体t= (ti, t2, …， tm)、またはそれに対
応する消費者価格の全体qが決定されると、本来の消費税 (T1, Tz, …, T』と純所得率B
のm+l個のうちの一つを予め所与としておいて、残りの m個の変数が一意に決定できる
であろう。
4. 所得の純社会的限界効用
第i消費者＝労働者の効用をがと記し、その消費ベクトル
x'= (対，対，．．．，ぷ）
と労働供給lの関数としてがを表そう。すなわち
80 
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u'=が(xi,yり (i= 1 , 2 , . /) 
この消費者の間接効用がは下記のように定義される。
vi (q)三maxl u;(i,yりIq・xi = /l 
225 
(28) 
(29) 
ここに q・iは (25)のqと (27)のxiの内積であり、 (24)の消費者予算式の制約の下に効
用が極大化された水準を、 (29)式右辺が表している。
いま第i消費者＝労働者の所得の限界効用を
が三竺
ayi 
(30) 
と記すと、ロワの恒等式によって次式が成立する。
avi 
, ・・・・-=-
8qj 
がxj (31) 
政府は予算制約式 (26')の下に、社会的厚生
W(q)=W(が(q),v2 (q), …, l(q)) (32) 
を最大化するように qを決定（したがって消費税体系tを決定）する。入を政府の予算制約
のラグランジュ乗数として、ラグランジュ関数
A= W(q) +入｛豆I:T(qj―Pj)叫(q)-R} (33) 
を定義し、これを qkで偏微分してゼロと置いて、当面の最大化問題の極値条件を求めると、
つぎのようになる。
〗塁塁＝→苫（叫＋喜鸞） (34) 
ここでDiamond(1975) に従って、第i消費者＝労働者の「所得の社会的限界効用」を
ai三墜
fJvi が
と定義して、 (34)式へ (31)式と (35)式を代入すると、下記のようになる。
I I m 
Lai咋＝入と叫＋区taxi. ,-1 ,-1 (j-1二）
さらにスルツキー方程式
8xi 
J 
. 8x2. 
J -=Si -xi-
8qk jk k {)yi 
を (34')式へ代入して、つぎのように整理できる。
(35) 
(34') 
(36) 
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m I 
1 
I I I m □心ぷ＝心aix~) 苔吋＋苫心t誓
＝区(bi-1)叫 (37) 
i=l 
ここにがは下記のように定義されている。
b'三差＋立誓
j=l 
(38) 
なお (36)式右辺の第 1項は補償需要x/の消費者価格qkの上昇に対する変分を示し、 (37)
式は Diamond(1975)の (7)式に相当する。
入は政府にとっての予算資源の費用のシャドウ・プライスを表すので、 (38)式右辺の第
1項は「貨幣単位表示の第i消費者＝労働者の所得の社会的限界効用」である。そしてその
第2項は「第i消費者＝労働者の所得増加が寄与する税収増分」を示す。ゆえにがをこの消
費者＝労働者の「所得の純社会的限界効用」と Atkinson=Stiglitz(197 6)は呼んでいる。
5 . 課税による財需要の欲求減退指標
いま第K財への需要総量をふとし、その平均を出と記そう。すなわち
I 
xk三と叫， 出三ふ/I (39) 
i=l 
またがの平均値を
丘こか/I (40) 
i=l 
と記し、 Diamond(1975) に従って、がと外のそれぞれの対平均値比の間の共分散 (cov)
を算定しよう。それを'Ykと記すと、つぎのようになる。
'Yk 三 cov(舟—，旦）＝言 (f-1) (王— 1)f
~!b田= i k 
bXk -l (41) 
(41)式より次式が得られる。
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立ix~/ふ＝訊l+ 叫 (41') 
i=l 
sjk = skjも考慮に入れて、 (37)式へ (41')式を代入して整理すると、次式が導出される。
I 
-Ltsしも／ふ=1 -b(l +叫 (k =l, 2, .. , m) (42) 
t=l j=l 
(42)式は Diamond(1975) の (1)式に、彼の (8)式を代入した形であり、 Atkinson=
Stiglitz (1976)の (5")式に相等しい。
(42)式の左辺の分子は、全財への従量税の課税の結果としての、第K財の補償需要の減
少総額を表すので、この式の左辺は全従量税のもたらす第k財需要の欲求減退指標
(discouragement index) と呼ばれる。他方、咋は、各消費者の所得の純社会的限界効用と、
各消費者の第k財需要がその需要総量xkに占める割合との間の共分散を表すので、各消費
者の需要構成と所得の限界効用とにそれぞれ差異がある場合に、 T迂 Oが保証される。した
がって'"/kは第k財の配分因子 (distributivefactor) と呼ばれる。もし単一性の消費者のみが
存在する社会であれば、 fkは無くなり、 (42)式は下記の簡単な式に帰着する。
m 
—こ沈ち／咋= 1 -bi (k = 1 , 2 , ・ ・ ・ m) (43) 
j=l 
この (43)式は代表としての第i消費者について成立し、各消費者がそれと同一性を保持す
るので、添字の iは任意の 1消費者を表示する役割を果すだけである。 Ramsey(1927)で
はこの様な場合を想定するので、 (43)式が当てはまる。
6. 最適消費税率の新「逆弾力性命題」
ラムゼイの最適消費税の逆弾力性命題は、全消費者が単一性を保持する場合であり、それ
に加えて、任意の財に課税される消費税が別の財の需要に影響を及ぼさない場合において大
体成立する。そのような場合には、
skj = o (kキj)
であるので、 (43)式は、添字iを省略して、
-sk山/xk = l -b (k = l, 2, . , m) (44) 
に帰着する。ただしここに bは各財の需要が他財の消費税によって影響されない時のがを
表すものとする。
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いま第k財の補償需要の価格弾力性を肛と記すと、
Pk= -Skk幻xk (45) 
である。 (45)式を (44)式へ代入すると、 (25) の第一式も考慮に入れて、次式が得られ
る。
t叶(pk+tk) = (1 -b)/ pk 
ここで従価税率を1kとすると、
tk =μ ゅk
であるので、 (46)式は次式に変わる。
Ilk/ (1 +Ilk)= (1-b) / Pk 
(46')式をIlkについて解くと、
/J,k = (凸— 1) -1 
(46) 
(47) 
(46') 
(k = l , 2, .. , m) (48) 
になる。 (48)式は、 μkがPkに対して大体において逆比例していることを含意し、新型の
「逆弾力性命題」を提示している。
つぎに任意の財の消費税が他財の需要に影響を及ぼさない場合に、多様な消費者が存在す
る社会において、 (48)式と同様の逆弾力性命題が、平均的な価格弾力性を用いて成立する
ことを示そう。当面の場合には、 (42)式は下記の (49)式に変わる。
ーts!山／ふ =1-机1+叫 (k = 1 , 2 , ., m) (49) 
i=l 
ここで
I 
ぶk三Lsふ/I (50) 
i=l 
と置くと、 (49)式は次式に書き換えられる。
—ふtk/出 =1- 机1+叫 (k = 1 , 2 , .., m) (49') 
そして第k財の補償需要の「平均価格弾力性」を
Pk 三—ふq喜K (51) 
と定義して、前述の従価税率μ.kを用いると、 (49')式へ (51)式を代入して、以前と同じ
方法により次式が得られる。
μ. = (i_ r,(i¥叫ーlr・ (k = 1, 2 ..... m) (52) 
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(52)式は Atkinson=Stiglitz(1976) の (7)式に相当しており、明らかに (48)式を多様
な消費者の存在する場合に拡張した形態で、新しい「逆弾力性命題」を提示している。
上述の tkが比例所得税を組み込んだ消費税である点に留意して、次節で本来の最適消費
税について新「逆弾力性命題」を構築する課題に取り組まなくてはならない。また (52)式
の右辺にはがが在り、その定義は tkを含むので、 (52)式はμkを一義的に決定する式では
ない点を考慮すると、必ずしも完璧に逆弾力性ルールを示しているとは云えないが、次節で
確立される逆弾力性ルールは完璧な形になる。
7. 本来型最適消費税率の新「逆弾力性命題」
本節では、本来型消費税の最適消費税率についての「逆弾力性命題」が確立される。いま
本来の消費税 Tkを第k財に課税した時の消費者価格をq/と記すと、 (23)式を考慮して、
qk三 pk十冗={3qk (53) 
となり、これに対応する補償需要の対価格変分は、
s主ニ 釦j OXj dqk -―=-- (54) 
Jk aq: oqk dqk . j = S1k/3 
になる。ここでは代表的消費者について表すので、添字iは省略されているが、もし第 i消
費者に係ることを明示したいならば、 xとSの右肩に iを付ければよい。
補償需要の自己価格弾力性を本来型消費価格によって定義しても、 (53)式と (54)式を
考慮すると、 (45)式でのそれと同じになる。すなわち
Pk= -s:k<パ／叫 (45') 
りの関係式 (23) は (53)式を用いて次式に書き換えられる。
も=(1ー {3)qt+ {3Tj) I {3 (23') 
ラムゼイの想定した社会で成立する (44)式は、 (23')式と (54)式を用いて、下記のよう
に表される。
-s:k((l -/3)q: + /3Tk)/xk = 1 -b (441) 
ここに bは各財の需要が他財の消費税によって影響を受けないがである。 (38)式に (23')
式を代入すると、添字iを省略して、
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a m 
b = + L((I f3)qj* +尻）••一入
j=l 
になる。ここでスルツキ一方程式
釦 j
= s;k 枷 JXk •... , • — aq: 8(f3y) 
から次式を導出する。
釦 j
B(/3y l = (s;k 
釦 j＿可）/xk 
釦 J
8(f3y) 
(38') 
(55) 
(55') 
特に bの定義においては (55')式はj=kの場合にのみ成立するので、 (38')式へ (55')式
を代入した時には bはつぎのように表される。
b=舟+(1 -(J)q: → (s:.-長）/x, 
(56)式を (44')式へ代入して整理すると、
a axk 
0 = 1 --+ (1 -/3)q: + /3Tk) — /xk 
入 aq:
になる。
いま第k財の普通需要の自己価格弾力性を
釦 k q: 
ら三— ― aq: xk 
と定義し、 (58)式を (57)式へ代入すると、
缶k a 
，． ー・ 一,. "' 
＊ 荘=1 (1 /3)ck 
qk 入
を得る。ここで第k財の本来型消費税の従価税率を
＊ μk三 Tk/Pk
と記し、 (53)式も考慮すると、 (59)式は
μ; a 
* (3ら =1-一ー (1-{3)ck 
1 +μk 入
に書き換えられる。そして (591)式をμ;について解くと、下記のようになる。
a 
1 -- -(1 -(3)Ek μ: =入 a
荘ー 1--
入
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(56) 
(57) 
(58) 
(59) 
(60) 
(59') 
(61) 
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(61)式において、らが大きいほどμ;が小さくなることは明白であるので、本来型消費税の
最適従価税率の「逆弾力性命題」がここに確立された。 (61)式右辺には消費税率が含まれ
ていないので、ここでの逆弾力性ルールは完璧であり、最適な従価税率の決定式になってい
る。
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